

























内崎＆畑村 ,2008）や，組織内部でのリスク認知（Tedlow, 2010），情報伝達プロセス（Abott, 1991）









企業経営の多国籍化に伴い，近年，中国（Choi et al., 2010），ノルウェー（Oltedal & Wadsworth, 











































































































は日本が 2,188千台だったのに対し，海外では 6,725千台を販売し，海外販売比率は 75％，販売台数
は合計で 8,913千台だった．2009年度には，日本での販売台数が 1,945千台，海外は 5,622千台であり，
海外販売比率は 74%と 2008年度とほぼ変化がないものの，総販売台数は前年比ー 15%落ち込んだ．
2010年には国内での販売台数は 2,163千台と持ち直すが，海外販売台数は 5,074千台，海外販売比率
は 70％へと減少する．2011年には国内販売台数が 1,913千台と再び減少するものの，海外販売台数




















のうちトヨタの案件は，件数ベースで 5件から 14件に，台数ベースで 563,132台から 2,121,187台に
大きく増加しており，全体に占めるトヨタ自動車によるリコール届け出の割合も，件数ベースで



















いわれる背景には，こうした出来事を背景としているという意見もある 4）．2010年 2月 5日の New 



































「Has Toyota, executives in Japan withheld safety information from U.S. regulators over the 
years?」6）
















合について，消費者への速やかな情報提供を怠ったとして訴えられ，2013年 2月 14日 27億円の和
解金を支払う事で合意に至っている．このように，トップの姿勢如何が，企業のリスクマネジメン
トと大きく関係している．

















とが出来るアプリケーションである（Losada, 1999; Fredrickson & Losada, 2005）．WORDijは，テキ
スト分析のソフトウェアであり，元シカゴ大学の Danowski教授によって開発された（Danowski, 















10月 5日の記事であり，他には The Nikkei Weeklyの 11月 9日，The Daily Yomiuriの 11月 30日の
記事と 2009年内にトヨタ，リコールを含む関連記事は 3件しかない．一方，米国は，トヨタ，リコー
ルを含む記事数は，リコール発生以前にも 7件あり，リコール事案発生後には 2009年内では 21件
の記事がある．また，米国は，3年間の全単語数が 345,067個である．日本は同じ期間の記事を抽出
しても 42,492語しかない．1行中の単語の数では，米国が 19.1語，日本が 19.0語であり，文長には











現と否定的表現の割合は 2.9:1が健全な社会システムには必要であると示唆する．この比率は Losada 











わかる．「心配」表現は，米国が 0.24%なのに対し，日本では 0.19%であり，「怒り」表現は米国で 0.3%，

































2009年 1月 1日からリコール報道日である 2009年 9月 29日までを「リコール前」とする．前日の





輸省はトヨタ車の電子制御装置に欠陥はなかったという調査結果の報道日である 2011年 2月 9日ま
でを「リコール中」とする．トヨタは 2010年 10月にリコール終了を発表しているが，本分析では
米国の報道基調を調査するため，一連の事件のきっかけとなった電子制御装置に不具合がなかった
という米国政府からの報告後をリコール後として扱う．ゆえに 2011年 2月 10日以降 2011年 12月
31日までを「リコール後」とする．







定が 2.31%だったが，リコール中は 2.12%と減少し，リコール後は 2.51％と上昇する．一方否定的表


























Toyota, Motor, Corp.などが関連の強い単語として表出している．一方，リコール前にみられた GM, 































































の比較を図 7－図 9に示す．図 7は，最初のリコール発表直後 30日間，図 8はプリウスのリコール
発表後 30日間，図 9は豊田社長が米国下院での公聴会に出席した後 30日間の新聞記事である．ノー
ドは 18で抽出した．
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Text Based Analysis on Risk Management Action by Top Management 
and the reaction by media: How Toyota Recalls are reported in media?
Naoe IMURA
ABSTRACT
This study provides an insight how Toyota recalls on 2009-2011 has been reported in media.  This study answers two 
questions; Was the US media bashing on Toyota identically? How the report changed in time series analysis. This paper 
井村　直恵：経営トップのリスクマネジメント行動に関するテキスト分析 87
studies based on text based analysis and it suggests that there was not identical difference in terms of vocabulary in the 
Japan & US media reports. It also confirmed that top management should take action for disclosure immediately.

